
地域政策：美しく活力ある農山漁村の実現

「農林水産業・地域の活力創造プラン」（H25.12決定、H26.6改訂、H28.11改訂、H29.12改訂、H30.6改訂）

体質強化対策
（攻めの農林水産業への転換）

経営安定対策
（経営安定・安定供給のための構え）

「食料・農業・農村基本計画」（H27.3改訂）

「総合的なTPP等関連政策大綱」

需要フロン
ティアの拡大

食の安全と
消費者の信頼の確保

６次産業化の推進

新たな国内ニーズへの対応

日本食材の活用推進
食文化・食産業の海外展開
農林水産物・食品の輸出
等による輸出拡大

ＩＣＴを活用した
スマート農業の推進

産業政策：農林水産業の成長産業化

生産現場
の強化

バリューチェーン
の構築

多面的機能
の維持・発揮

米政策の見直し

経営所得安定対策の見直し

日本型直接支払制度の創設

人口減少社会における
農山漁村の活性化

農協･農委等の改革の推進

農地中間管理機構の創設

・ 農業者が自由に経営展開できる環境の整備
・ 農業者の努力では解決できない構造的な問題の解決
を通じて、更なる農業の競争力強化を実現する

林業の成長産業化 ・ 水産日本の復活

生産資材価格の引下げ

「農業競争力強化プログラム」（H28.11決定）

流通・加工構造の改革

生乳流通改革

土地改良制度の見直し

収入保険制度の導入

人材力の強化

戦略的輸出体制の整備
等

「強
く
て
豊
か
な
農
林
水
産
業
」と

「美
し
く
活
力
あ
る
農
山
漁
村
」を
実
現

（H27.11決定、H29.11改訂）
※ 農林水産業分野

○ 平成25年12月に決定された「農林水産業・地域の活力創造プラン」に基づき、産業政策と地域政策を車の両輪と
する農政改革を実施。

○ 平成28年11月には「農業競争力強化プログラム」を取りまとめ、農業者の努力によってのみでは解決できない構造
的な問題を解決し、農業者が自由に経営できる環境を整備するため、13項目の改革を実施。

２ 農 政 改 革
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農業競争力強化プログラムについて

農業競争力強化プログラム
・農業者の自由な経営環境の整備
・農業者の努力では解決できない
構造的問題の解決

生産資材価格の引下げ

土地改良制度の見直し

人材力の強化

・過剰供給や寡占など適正な競争状況の欠如
・生産資材価格の引下げに向けて
・生産資材業界の再編や新規参入の推進
・法規制や制度運用（施肥基準や銘柄等）
の見直し 等を実践

・担い手への農地の集積を進める必要
・農地バンクが借り入れている農地を農家
負担を求めずに整備し、担い手に転貸する
仕組みを創設

・次世代を担う農業者の確保・育成が急務
・営農しながら経営を学ぶ農業経営塾の
本格稼働

・生産現場のニーズに即した研究体制の
構築や生産基盤強化（ICT活用等）

・国家戦略特区において外国人材受入れ
等を実施

流通・加工構造の改革

戦略的な輸出体制の整備

収入保険の導入

・複数の事業者が介在する多段階構造
・効率的・機能的な流通・加工構造に向けて
・実需者への直接販売ルート拡大
・中間流通の合理化の推進 等を実践

・JFOODO（ブランディング・
プロモーション・事業者サポートを
行う新たな組織）の創設

・国際的に通用する認証枠組みの整備
に向けたＪＡＳ制度の改正

・ＧＡＰ認証取得の推進 等を実施

自由な経営判断に基づく経営発展
に向けて農業経営のセーフティネット
を整備

農
業
の
競
争
力
強
化
に
よ
る
農
業
者
の
所
得
向
上

○ 国内の食市場は縮小
・ 高齢化の進展
26.7％（2015年）
→ 38.8％（2050年）

・ 人口減少
1億2,700万人（2015年）
→ 9,700万人（2050年）

原料原産地表示の導入

全ての加工食品へ原料原産地表示を導入

全農の自己改革

○ 世界のマーケットは拡大
・ 人口増加
73億人（2015年）
→ 97億人（2050年）

・ 輸出はもっと拡大できる
農林水産業GDP：世界10位

（2014年）
農産物輸出額 ：世界60位

（2013年）

2050年の社会

８本の関連法が平成29年に成立

生乳の流通改革

生乳の出荷先等を農協以外にも自由
に選べる環境の整備 等を実施

農村の就業構造の改善 等

（その他）

○ 生産資材の買い方の見直し
・ 入札等による生産資材の有利調達
・ 外部人材の登用等により生産資材メー
カーと的確に交渉できる少数精鋭の組織へ

○ 農産物の売り方の見直し
・ 実需者への直接販売ルートの確保
・ 委託販売から買取販売への転換
・ 輸出先国毎に商社と連携した販売体制
の構築
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３ 人的資源の確保・育成

○ 担い手（法人経営、大規模家族経営、集落営農）の育成・確保と担い手への農地の利用集積・集約化の促進

○ 農業経営の法人化の促進

○ 集落営農の組織化・法人化の促進

○ 新規就農の促進

○ 経営感覚を持った人材の育成

○ 企業の農業参入の促進

○ 女性の農業経営・地域社会への参画の促進と女性農業経営者の能力の積極的な活用

○ 地域ぐるみ活動に必要な人材（地域リーダー等）の育成・確保

○ 多様な人材の都市から農村への移住・定住の推進
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担 い 手 の 姿

効率的かつ安定的な農業経営

主たる従事者が他産業従事者と同等の年間
所得を確保し得る経営

効率的かつ安定的な農業経営になっている経営体

認定農業者

○ 個 人
○ 法 人
○ 参入企業

認定新規
就農者

集落営農
（任意組織）

効率的かつ安定的な農業経営を目指している経営体

その他の経営体

効率的かつ安定的な農業
経営を目指している経営体

① 認定農業者
② 将来認定農業者となると見込まれる
認定新規就農者
③ 将来法人化して認定農業者となることも
見込まれる集落営農

望ましい農業構造の姿
担い手の農地利用面積の割合

平成２６年 → 平成３７年

５割 → ８割

農地面積の見通し
４５２万ha → ４４０万ha

担い手の育成・確保
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（参考） 認定農業者制度
農業経営基盤強化促進法に基づき、農業者が5年後の経営改善

目標を記載した農業経営改善計画を作成し、市町村が作成する基
本構想に照らして、市町村が認定する制度。平成５年創設。
平成２９年３月末の認定農業者数：２４２，３０４人（うち法人：２２，１８２）



農業労働力の見通し

２１９万人

うち ７０歳未満 １２４万人
うち ５０歳未満 ３１万人

農業就業者（基幹的農業従事者及び雇用者（常雇い））数の試算

平成２２年（現状）

１７０万人

うち ７０歳未満 ８７万人
うち ５０歳未満 ３０万人

平成３７年（すう勢）

１８４万人

うち ７０歳未満 １０１万人
うち ５０歳未満 ４４万人

平成３７年（展望）
平成２２年までの傾向が続いた場合、農業
就業者数は、平成３７年には７０歳未満で
９０万人を下回ると見通されるが、農業内
外からの青年層の新規就農により、若い農
業者が定着ベースで倍増することを前提と
すれば、年齢構成のアンバランスが改善さ
れ、平成３７年には７０歳未満で９０万人以
上が確保できる。

農業就業者の必要数
（自給的農家等を除く）

土地利用型作物

担い手が生産する面積（全体の８割）
→ ３００万ha程度

一人が１０ha程度を耕作すると仮定して
→ 基幹的農業従事者及び
雇用者の必要数は、

約３０万人

約９０万人が必要

野菜・果樹・畜産等

基幹的農業従事者 約５０万人
主業農家 野 菜 ２７万人

果樹等 １８万人
畜 産 ９万人

雇用者（常雇い） 約１０万人
野 菜 ４万人
果樹等 ３万人
畜 産 ４万人

合 計 約６０万人
【政策目標】

新規就農し定着する農業者を倍増し、２０２３（平成３５）年までに４０代以下の
農業従事者を４０万人に拡大
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